
岩手県ふるさとの森と川と海の保全及び創造に関する条例 
 

（岩手県条例第 64号・平成 15年 10月９日公布） 
 
 （目的） 
第１条 この条例は、岩手県環境の保全及び創造に関する基本条例（平成 10 年岩手県条例第 

22 号）第３条に定める基本理念にのっとり、ふるさとの森と川と海の保全及び創造に関す

る施策を総合的かつ計画的に推進することにより、環境保全上健全な水循環の確保に寄与

し、もって現在及び将来の県民の健康で快適な生活の確保に資することを目的とする｡ 
 （定義） 
第２条 この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところによ

る。 
(1) ふるさとの森と川と海の保全及び創造 森林､河川等及び海岸等における多様な自然
環境を人の活動と調和を図りながら体系的に保全するとともに、健全な生態系等を維持

し、及び回復させ、並びに県民と自然とが共生できる環境をつくりだすことをいう。 

(2) 河川等 河川、湖沼、ため池及び農業用用排水路並びにこれらに類するものをいう。 
(3) 海岸等 海岸及び沿岸海域をいう。 
 （県の責務） 
第３条 県は、ふるさとの森と川と海の保全及び創造に関する総合的な施策を策定し､及び実

施するものとする｡ 
 （県民の責務） 
第４条 県民は､その日常生活において､ふるさとの森と川と海の保全及び創造に取り組むよ

う努めるとともに､県が実施するふるさとの森と川と海の保全及び創造に関する施策に協

力するよう努めるものとする。 
 （事業者の責務） 
第５条 事業者は、その事業活動において、ふるさとの森と川と海の保全及び創造に取り組

むよう努めるとともに､県が実施するふるさとの森と川と海の保全及び創造に関する施策

に協力するよう努めるものとする｡ 
 （相互協力） 
第６条 県民、事業者及び民間の団体（以下｢県民等｣という。）並びに県及び市町村は、相互

に連携し、及び協力してふるさとの森と川と海の保全及び創造に取り組むよう努めるもの

とする。 
（流域基本計画） 

第７条 知事は、ふるさとの森と川と海の保全及び創造を図るための施策を総合的かつ計画

的に推進するため、流域ごとにふるさとの森と川と海の保全及び創造に関する基本的な計

画（以下「流域基本計画」という。）を定めなければならない。 

２ 流域基本計画は、次に掲げる事項について定めるものとする。 

(1) ふるさとの森と川と海の保全及び創造に関し、流域の特性に応じた総合的かつ長期的
な目標及び施策の方向 

(2) 前号に掲げるもののほか、流域ごとのふるさとの森と川と海の保全及び創造に関する



施策を総合的かつ計画的に推進するために必要な事項 

３ 知事は、流域基本計画を定めようとするときは、あらかじめ、県民等並びに関係する市

町村及び国の機関等の意見を聴かなければならない。 

４ 知事は、流域基本計画を定めたときは、遅滞なく、これを公表しなければならない。 

５ 前２項の規定は、流域基本計画の変更について準用する。 

（森林に関する施策） 

第８条 県は、ふるさとの森と川と海の保全及び創造に資するため､森林が有する多面的な機

能が発揮されるよう、次に掲げる事項を基本的な内容とする森林に関する施策を講ずるも

のとする。 

(1) 県民等の参加による森林の整備及び保全 
(2) 豊かな自然環境の再生に向けた森林の整備 
(3) 多様で健全な森林の整備及び保全 
(4) 森林資源の循環的な利用 
（河川等に関する施策） 

第９条 県は、ふるさとの森と川と海の保全及び創造に資するため､河川等が有する多面的な

機能が発揮されるよう、次に掲げる事項を基本的な内容とする河川等に関する施策を講ず

るものとする｡ 

(1) 県民等の参加による河川等の整備及び保全 

(2) 自然環境と調和した河川等の整備及び保全 

(3) 人と水とが触れ合うことができる河川等の整備及び保全 

（海岸等に関する施策） 

第 10 条 県は、ふるさとの森と川と海の保全及び創造に資するため､海岸等が有する多面的

な機能が発揮されるよう、次に掲げる事項を基本的な内容とする海岸等に関する施策を講

ずるものとする｡ 

(1) 県民等の参加による海岸等の整備及び保全 
(2) 自然環境と調和した海岸の整備及び保全 
(3) 沿岸海域における水質の保全並びに干潟及び藻場の保全 
（施策の実施に当たっての配慮） 

第 11 条 県は､前３条の施策の実施に当たっては、動植物の生息地又は生育地の確保その他

の自然環境の保全に配慮するものとする。 

（水質汚濁の未然防止に関する施策） 

第 12 条 県は､ふるさとの森と川と海の保全及び創造に資するため､良好な水質が保全され

るよう、次に掲げる事項を基本的な内容として、水質汚濁を未然に防止するための施策を

講ずるものとする｡ 

(1) 閉鎖性の高い水域における富栄養化の防止 
(2) 流域の特性に応じた水質汚濁の原因となる物質の排出の抑制 
(3) 水質汚濁を未然に防止するための調査研究 
（環境教育の推進） 

第 13 条 県は、県民及び事業者がふるさとの森と川と海の保全及び創造についての理解を深

めることができるよう、環境に関する教育及び学習の推進について必要な措置を講ずるも



のとする。 

（県民等の自発的な活動の促進） 

第 14 条 県は、県民等が自発的に行うふるさとの森と川と海の保全及び創造に関する活動を

促進するため、河川の上流地域及び下流地域の住民相互の交流及び連携の支援その他必要

な措置を講ずるものとする｡ 

（ふるさとの森と川と海の月間） 

第 15 条 県は、県民の間に広くふるさとの森と川と海の保全及び創造についての関心と理解

を深めるとともに､ふるさとの森と川と海の保全及び創造に関する活動への積極的な参加

を促進するため､ふるさとの森と川と海の月間を設ける｡ 

２ 前項のふるさとの森と川と海の月間は、知事が別に定める。 

（施策の推進体制） 

第 16 条 県は、流域ごとに、ふるさとの森と川と海の保全及び創造に関する施策を推進する

ための体制を、県民等並びに関係する市町村及び国の機関と連携して整備するものとする。 

（調査研究） 

第 17 条 県は、ふるさとの森と川と海の保全及び創造に関する総合的な施策を策定し、及び

実施するため、必要な調査研究を行うものとする。 

（施策の評価） 

第 18 条 知事は、流域ごとのふるさとの森と川と海の保全及び創造に関する施策の推進状況

を的確に把握し、その施策が、流域を一体とした観点から、環境保全上健全な水循環の確

保に寄与しているかを評価し、及びその結果を公表するものとする。 

（市町村に対する支援） 

第 19 条 県は、市町村がふるさとの森と川と海の保全及び創造に関する施策を策定し、及び

実施しようとする場合には、必要に応じ、情報の提供､技術的な助言その他の支援を行うも

のとする｡ 

（財政上の措置） 

第 20 条 県は、ふるさとの森と川と海の保全及び創造に関する施策を推進するために、必要

な財政上の措置を講ずるよう努めるものとする。 

（国への要請等） 

第 21 条 県は､ふるさとの森と川と海の保全及び創造を図るため必要があると認めるときは､

国に対し必要な措置を講ずるよう要請し､及び他の地方公共団体に協力を求めるものとす

る｡ 

   附 則 
 この条例は、公布の日から施行する。 


